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な機関
・組織が連携，協調 しなが ら直後 の 災害対

応 ，復旧 ・復興 活動 に取 り組 ん で い る。例 えば救

急 ・医療活動 避難所の 開設 ・運営 救援物資の

配分 ，ボ ラ ン テ ィ ア 活動，危険箇所 の 判 断，復興

ビ ジ ョ ン ・計山の 策定，地域産業 ・集落再建へ の

支援，震災ア
ーカ イ ブ に む けた体制な ど で ある 。

それぞ れ の特性 を生か し，融合 させ る こ とで よ り

柔軟に対応 で き る よ うに な っ た と 思 わ れ る。今後

の 同様 の 災害対応 に繋 げ て い く上で検証 は欠 かせ

な い ，「3．新潟県中越地震に お ける産官学民の 連

携 と協調 に基づ く災害及 び復興対応 」で は，こ れ

まで の 対応 を振 り返 りなが ら，そ の 成果 と課題 に

つ い て 考える、t

　 中越地震 の 復旧 ・復興 の 過程で そ の 萌芽が見 ら

れ，中越 沖地震 で大 き く花開い た技術 に 地理情 報

シ ス テ ム の 活用が ある 。 こ の シ ス テ ム を用 い て ，

複数の 情報を
一

元 的 に表示 した り，時系列 の 変化

を示す な ど，災害対応状況を積極的に 地図化する

こ とで 状況認識 の 共有化が 図 ら れ た 。 こ うし た 試

み は，復興過程 の 変化や震災 ア
ー

カ イブな どに も

応用され る ととも に，申越沖地震な どそ の 後の 災

害対応 に も発展 した 。 「4，地理情報 シ ス テ ム 等地

図 を活用 した災害対 応や復旧 ・復興 に お ける状況

認識 の 共有化の 試み 」で は ，中越地震災害か ら の

復興 の 過程 で 試行錯誤 的 に 適用 され，発展 させ ら

れ て い っ た過程 を検証する ，，

　本特集を読 ん で い ただ き，震災復興 の 「新潟 モ

デ ル 」実 現に向け て の取 り組 み の 意気込 み を感 じ

て い ただ くとともに ，ご意見，ご提案，ご支援 を

い た だ けれ ば幸 い で あ る 。

1．農業生産基 盤の 被害特性 と復 旧へ の

　　取 り組 み

　　　　　　　　　　　　　　　 有田　博之
’

　 1．1　 は じめ に

　 1．1．1 本稿 の課題

　2004年 新潟 県巾越 地震 （以下，中越 地震）は，

農業生 産基 盤 ・施設 に多様 で 深 い 被 害 をあた えた 。

こ の ため，災害復 旧で は 従来 と 異 な る 技術 的
・行

＊
新潟大学農 学部

新 潟 県 申越 地 震 か ら 5 年
一復 旧 か ら復 興 ヘ

ー

政 的対応が求め られ た ほ か，農家が意欲 を回復す

る ま で に は予想以上 の 時間が必要で あ っ た．

　農業生産基盤 の 復旧は，農業生 産に お ける季節

性 ，農業生産基 盤 の 施 設 と して の 性格，土地そ の

もの が もつ 特性 に加 えて ，こ れ を担う農家の あ り

方な どに よ っ て 影響 を受け る 。 こ の た め ，技術的

な対応 に 止 まらず．こ れ らの 特性 に対応 した支援

が 求め ら れ る 。

　農業の 災害復旧 は時 間 との 戦 い で もあ る。春先

の 作付け期 に農地が 復 1凵 して い なけれ ば，そ の 年

の 収穫 は あ き らめ ね ば な ら ない 。 しか も，農地 と

い う生産装置 は，耕作放棄 ・不作付 け に よっ て 畦

畔の 崩壊の ほ か，土壌 も劣化する など資源的価値

を急速に失 う、， また ，±地 とい う資源 の 安定性は

地 盤 に規 定 され るた め，地 震被害 の 形 態 も異な

る 。 こ れ に加えて，農村 の 過疎 ・高齢化は ，災害

復 旧へ の 意思決定 を遅 らせ る 要 因 と な る。

　本稿で は，農業亜 産基 盤 ・施設の被害が 最も多

か っ た 小千谷市 を例 と して ，農業生産基 盤 の 地震

被害 の 特性 を示 すと共 に T 復旧対策 の 課 題 に つ い

て述べ る c

1．1．2　小千谷市の概況

小千谷市 （図 1−1）の ，農地 を は じ め とした 農

＊ ）縮 尺 VIO、　OOOの 地形 図 を用い ，農 業セ ン サ ス 集 落

　 を 単 位 に 慨 ね 農 地 の 平 均 傾 斜 が y2001（満程 度 で

　 平 坦 な 地 区 を 平野部．傾 斜 1〆ZOO −一・y401￥）lrで 農 地

　 が ま とまっ た 地区 を中 問工也 傾 斜 U40程度 以上 で

　 農地が 分散 し た地 区 を山間地 と した。

　　図 1−1 小千谷市農業集落の 地域区分
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業生 産基盤 の 被害は著 しか っ た （農地被害額は県

全体 の 35％ ：表 1−1）。地域 の 標高は 27〜581m と

比較的低い が，北部 の 平野部を除 く中
・
山間地域

には小 さな谷 が深 く刻 まれ，傾斜 は大 き く地形条

件は厳 しい 。冬期の 降雪 は 多 く．平野部で も平年

積雪深100cm ，累積積雪量700　cln に達す る 。

　耕地 は水 田が約 9 割 （表 1−2） と支配的 で，そ

の 98％ が コ シ ヒ カ リを栽培 して い る 。 耕地 の 区画

整理．は平野部 ではほぼ終 え て い るが，中 ・山間地

で は未整備の 不整形 ・小規模圃場が多い
。

　 1．2　農業生産基盤 の被害特性

　 1，2，1 農業生産基盤の被害案態

　中越地震 の 災害復旧 で は，災窖復旧事業 （40万

円以上／件を対．象）お よび新潟県中越大震災復興基

金 （県債に よ る基金 3，　OOO億円 の 運用益 ；金利 2 ％

を原資）で 創 設 された 「手づ くり田直 し等支援事

業 （以下，田直 し事業）」（40万円未満 1件を対象）

が 実施さ れ た 。 従来，小俎模被害に対す る広範な

補助体制 はなか っ たが，田直 し事業は新たな対応

の 道を拓 い た 点で注 目され る 。

　 1，2，1，1　災害復1日事業

　災害復旧事業の 対象 と な る の は，比較 的大きな

被害 で ある 。 こ の ため，農家の 負担 も大 きくなる

が ，通常の 災害復旧事業に対する 国の補助率が農

表 1−1　 中越 震災 に お け る新
．
潟県 ・

小千谷市 の被害

自治体 被害合 計 農　地

箇
．
所 　 金 額 （円） 箇所 　　 金 額 （円）

小千谷市　 5，903269 億3，400万　　1，605　　 57億300万

新潟県 計 14，8518950r■ 3，　SOO万　 　3，985　 155億5，930万

＊）新潟県農 地 部 ほ か （2006 ）よ り加．1二・引用

表 1−2　小千谷市 の 農地面積

地 域 　 総 面積 （ha） 農地 （ha） 水 田 （ha） 農地 面積 率

類 型     　 〔％ ）．  ／ 

平
．
嬰予吝li　　　 4，784

中問地 　 　 6、813

1［1問地 　　　　　3，914

1、5031

，ユ13

　245

1，301

　985

　2上1

31166

合 計 　 　 15．　5112 ，8612 ，497 18

＊ ）2005農業セ ン サ ス デ
ー

タ を Fに作表
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地50％．農業用施設65％ で ある の に対 して ，激甚

災害に よ る 高率補助 （戸 当 た り事業 費が ユ5万 円 を

こ える部分 は農地 90％，農業用施設 100％等）の ほ

か．市町 に よ る嵩上 げ補助 も行わ れ た 。

　小千谷市 の 災害復旧 事業 は，奈 体 で 2，　625件，

約 24億 円に達 した （2006年度末実績 ：表 1−3）。 工

種別に み る と，農地が件数 ・事業費共 に最 も多 い
。

地域別に は，中 ・山間地 で 被害額 ・件数共に大半

を占め，件数で は中間地が ，金額で は山間地が最

も多い
。 平野都 で は少 な く，数％ に止 まる 。

　単位農地而積 当た りの 事業 費 と事業件数 をみ る

と （表 1−4），地域 間格差が 大きく．山あい に行 く

ほ ど値は高 い 。 工 種別 に 見 る と，農地 は事業費 ・

表 1−3　災害復旧事業 の 工 種
・
地域別内訳

平野 部　 中問地　　山 間 地 　　 合計

　 件　数 　　　　 37
　

電轢 量 ω 　 776

　 金額 （千 円） 29，上89

　 　852　　　　　698　　　　1，587
19，868　　　1S，720　　　　39，364

438．654　　544，011　1，0Ll，854

　 件　数 　 　 　 　 　 3
た

め 事業 量 〔a） 　 193
池
　 金 額 （「

二

円）　　2，172

　 　 19　　 　 　 36　 　　 　 58

　 561　　　　1，1丁3　　　　1，867

48、986 　　　88，047　　　139，205

　 件　　数　　　　　　　44　　　　　222　　　　　142　　　　　408

纛事糶 （m ） ・，・・51 。，827 ・，・26Z ・、3・・

　 金額 （千 円 ） 36，378　 283、56ユ　 188，535　 508，474

　 件 数 　 　 8 　 267 　 307 　 582

露轢 量 （m ｝ ・・6 ・，。・，131 ，・898 ・1，・4・

　 金額〔丁
．
円）　 13，168　 274，　490　 454．560　 742．218

合 件 数 　 　 92 　 1，　360 　 1，　183 　 2，　625
計 金額 〔千 円） 80，9071，　045，　6911，275．1532 ．　401．　751

＊ ）小千 谷帝資料 をも とに作 成

表 1−4　災害復 旧事業 の 単・位 農地 面 積当た り事

　　　 業費
・
件数

平野部 　　 中 聞地 　　 山間 地

京業 費

（千冂 ／ha）

地

池

路

路

　

め

農

た

水

道

924Q

ゾ

ー

　

2

394502552472．220

　 417

　 7701

、855

事 業件数

（件 fha）

農　地

た め池

水 　路

道　路

0、030

，000

，030
，01

0．77G

，020

，200

．24

2．850

．170

．581

．25
＊ ）小 千谷市資料 を もとに作 成
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件数共に大 きく，道路が こ れ に次い で い る 。

　 1．2．1．2　田直 し事業

　 田直 し事業は2005〜2007年 度 の 3年 を期限 とし

て 実施 された。同事業で は地農 で直接 に 生 じた 小

規模被害に対 して ，  農業生産基盤
・養鯉池等 の

被害の復旧 （補助率3／4），  水田の 地力回復 （補

助率 112）が行 わ れ た．

　申請件数は 2，228件で あ り，3年間で 2，　oooit・を

超 えた （表 レ 5）。工 種別に み る と，件数 ・金額共

に農地 が最 も多 く，水路
・
道 路 が こ れ に 次 い で い

る 。 地域 別 にみ る と，中 弔 問 地 で 被害が大 き く，

平野部は水路を除 い て少ない
。

　 また，単位農地而積当た り被害件数に よ っ て 地域

別 の 被害発生率 （被害率）を比較す る と （表 1−6），、

申 ・
山聞地 ほ ど高 く，水路 を除 い て 山間地が い ず

れ も最 も高 い 。 工 種別 に み る と，山間地 の 農地被

害率が特 に 高 い が ，山問地 で の道路，中問地 の水

路 も 目 を引 く。

表 1−5　 出 直 し事業の 工 種 ・地 域別内訳

平 野 部 中 間 地 LLt間 地 合 計

　 　 f牛　　数 　　　　　　　267　　　　　705　　　　　308　　　1，280

鑑事羅 （・）
・ 1、9264 ．ユ393 ，6。59 ，・67・

　 金額 （千 円＞　 66，420　 20，700　 79．221　 35，264
た 件 数 　 7 　 44 　 45 　 96
め

池　金額 〔千 円＞　　2，082　 12，707　 14．789　 29，578

オ（　　　｛t　　数　　　　　　　142　　　　　389　　　　　　69　　　　　600
路　金額 〔千 「J＞　 44，953　114．228　 17．620　176，801

道　　　件　　数　　　　　　　30　　　　127　　　　　95　　　　252
路 　金 額 （↑円）　　8，733　 39，766　 31，950　 8DI　449

合 　件 数 　 446 　1，265 　 5L7 　2，　228

計　金額 （千 円）　 122，188　187，401　143，580　322，092

＊ ）　 小千 谷市 資料20Q4−2007を も とに f乍表
＊ ＊ ）農地 以外 で は事業 量の 個 票記載 が欠落 す るた め 集計

　 　 値 は な い

表 1−6　田 直 し事業 の 単位農 地 面積 当た り件数

　　 　　 　　　 　　 　　 　　 　　　 （件 fha）

平野 部 中 間 地 山聞地

農　地

た め 池

水 　路

道　路

0、180000

，090

，02

0．63D

．040

．350

．11

1260

．180

，280

，39

＊ ） 小千 谷市 資料・2004−2007を も とに作 表

新 潟県 中越 地 震 か ら 5 年一復 旧 か ら復 興 へ 一

　1．2．2　多大 ・多様であ っ た小規模被害

　 1．2．2．1 小規模被害の 発生量 と固有性

　中越地震 に おけ る 農業生産基盤被害の 第一
の 特

徴 は，大規 模被 害と同時に小規模被害 も多か っ た

こ と で ある 、， 災害復 ［凵事業 と 田直 し事業の 中請件

数 を比 較 す る と，H 直 し事業 は災害復 旧事業の

85％ （2，22812，625）に達 した 、： こ れ は，大規模地

震 に お い て は 地盤災害が広範に 生 じ，地震 固有 の

性格に よ っ て多様な被害形態が もた らされ る こ と

を示 して い る 。

　 また，大規模被害 と小規模被害 の 申請件数の 比

率 を見る と，工種に よ っ て傾向は異な る もの の 両

者 の 間 に は 比例関係はみ られ な い （表 1−7）。 申請

率 は，た め池 で は 出 直 し事業 が い ずれ の 地域 も災

害復旧事業よ り高 い が，田
・道路は田直 し事業が

中
・
山間地 で 低 い 。 また，平野部で は，い ずれ の

工 種 も円 直し事業の 方が 高V  

　 こ れ ら の 傾向は，大規模地震 の 災害復旧 にお い

て は，大規模被害 と小規模被害の 対策を
一
対 の も

の として 併せ捉 え る と同時に，両者の 発生形態が

異なる こ とを前提 とした支援体勢 の 構築が必要 で

あ る こ とを示唆 して い る，，

　 1．2．2．2　小規模 被害の内訳

　田直 し事 業が対象 と し た，水出，水路の 被害内

容を例 と し て み る と，極め て多様 な被害に対応 し

た こ とが分 かる （図 1−2〜3）。

　田 の 被害 （図 1−2）は ，円 面 の 隆起 ・沈下 と畦

畔の崩壊が 多い
。 注 目され る の は，出 面へ の 土砂

流 入が こ れ に 次 い で 多 く，大半 は 中 ・山間地 の 斜

面崩壊 に よるもの で あ る。暗渠破損の 事例 は少 な

い が．被害確認の 困難さが 関係 した と思われ る 。

表 1−7　災害復 IH事業 と 田直 し事業 の 件数比 較

平 野部 　 　 中間地 　 　 山間地 　 　 合 計

　 m 　 　 　 　 8．9

た うY）　1’也　　　　　2．3

水 　路 　 　 　3、1

道　路 　 　 　2．0

0．82

．Ol

．70

，5

o，411

〔1、50

，3

0．81

．71

．50

．4

合　計 4．9 0．9 0，4 0．9

＊ ）　 数値 は （出 直 し事業の 件数）！〔災害復 旧 事業件数）
＊ ＊）田 直 し事業 は、2004−2007年 度合計
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　水路 の被害 （図 1−3）は，開水路 と管水路に 区

分 で き る。開水路は破損 ・崩壊が 平 野部 ・
中間地

で 多い が ，大半が ベ ンチ フ リュ
ーム の 移 動

・
破損

等で あ る 。 山間地 で 土砂崩 落が多 い 、、 管水路 の 被

害は，整備が進 ん だ平野 部 ・中聞地 で 多い 。管 ・

継 ぎ手部の破損は地震直後に確認 され た もの 以外

に ，1 −一　2作後 に 確認 され た もの も含まれる。

0　　 　10e　　 200 　　 300　 　 400 　　 500

　 　 　 　 　 件 　 　数

　 ＊ ）小千 谷市 資料 200・12 〔〕〔，7を も と に作 図

図 1−2　田 直 し事業 に お ける 出の 被害内容

　1、2．2，3　被害率の 高い 中 ・山間地域

　中越地震 は，中
・
山間地 に 多様 で 大量 の 被害 を

もた ら した．こ れ は単位農地面積 当た りの 被 害件

数 ・金額を見る と明らか だが ，小 千谷市で は災害

復旧事業，田直 し事業共 に 中 ・山間地 で 著 し く多

い 。 す なわち，中越 地震 は条件不利 地域 に 対 して

広範で 深 い イ ン パ ク トを及ぼ した の で あり，農家

が受けた被害は 見かけ上 の 数値以上 に 大きか っ た

こ とを示 して い る 。

　しか も，小 規模被害 を対．象 と した旧直 し事業 で

は．事業 関係者が少ない 。農地 はい ずれ も個人が 申

請 して い る が ，た め池、水路，道路で は，施設の 性

格上 ，複数人が共同申請す る事例が多い （表 1−8＞。

い ずれ も 1〜 5 人に よる申請が大半で ，少人数の

もの の 多くは末端の道路 ・水路等で あ り，中 ・
山

間地 に集中 して い る 。 平野部 ・中間地 の 土地改良

事業を実施 した地 区で は復旧 ・管理 も上地改良区

が行うが ，土地改良事業 の 経験 がな い 山崗地で は

個 人が合意 して事業 を実施 しなければ な らな い 。

中 ・山間地 で は，事業に対する個人間び）自主的合

意によ っ て復旧 される例 が多い 点 も大 きな特徴 で

あ る。合意形成 に は時間 が か か る た め ，対応 は 遅

れ が ち で あ っ た、， 田直し事業は 地震発生後 3 年間

継続さ れ た が ，遅 れ が ちな意 思決定 に猶予 を与 え

た而 も注 目した い 。

表 1−8　田直 し事業 に おけ る関係者数 の 分布

関係 者数

1〜5　　6一工0　11以 ヒ　十 改 1冫c．＊
’
　　合言［

』

　　平野 部　　 3
た

め　 中 間 地 　 　 42
池
　 　 山 間 地 　 　 45

32

尸
D

　

44

　 　・「1 野部 161 4

水
　 　 中間地 　　136　　 41　　 17
路

　 　 山 間 地 　 　 64　 　 2　 　 2

L21　 　 　 142

178　 　 372

　 1　　 　 69

o 50　 　　 　　 100

件 　 　数

150

　 　 ￥ 野 部 　 　 4
道
　 　 中間地 　　lo3
路

　 　 山間地　 　 90

⊥

84 31

24　　 　 29

12　 　 126

−
　 　 　 　 95

＊ 〕　 七 改 区 ： 土地改 良 区の 略記

＊ ＊ ） ／J・千谷 市 資料2004 −20D7 を もとに 作表

　 　＊ ） ’1・千 谷 巾資料2004−2007を もとに作 図

図 1−3　田直 し事業 にお ける水路 の 被害内容
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　 1，2，3　被害の 顕現 と時間

　 1，2．3．1　目 に 見 えな い 被 害

　地震被害 の 大 きな特徴は，地盤内 の 亀裂の 発生

等があ っ て も，地 震直後に は顕現せ ず，時間をお

い て確認 される被害の 存在である ，， 被災直後の 目

視 に よ っ て は判別 困難 で あ る ため，「目に 見え ない

被害」と呼ば れ る （木村ほ か，1995）。 災害復旧業

務 で 担当者 を悩 ますの は，こ うした被害の 取 り扱

い で ある 、，

　 目に見えな い 被 害 は多様 で あ る 。 い くつ か例示

しよ う，，  水円 や ため池の 湛水 ・貯水段階に お よ

ん で 水が た ま ら ない こ とが 分か り，亀裂の 存在に

気付 く，  農業集落排水施設 （農村下水道）の 供

用 を再 開 して 後，汚水 の 不 通 に よ っ て 管路 の 不具

合に気付 く。   灌漑用パ イプライ ンで は，地震 に

よっ て 亀 裂破損が生 じて も，通水機能 に 支障 がな

い と直後 に は被害は確認さ れ ず，数度 の 通水期 を

経て 漏水 に起因する 道路 崩壊な ど を機に被害が発

見 され る 。

　 目に見 えな い 被 害の特徴 は．被害の影響が 発現

する まで の 期間が個別に異 なる こ とで ある 。 早い

もの は施 設の供用後間 もな く見つ か る が，遅 い も

の で は数年後に 発現する事例 も少な くな い 、， 特徴

的事例 と して ，阪神 淡路大地震 の 数年 後に，地震

に 起因する と思 わ れ る水 田 の 亀裂性漏水が発 牛 し

た こ とが報告 され て い る （木村ほ か．1995）。 目に

見えな い 被害があ る場合，被災直後 に 認識 する の

は 困難だが ，今日の 災害復旧 の 関連事業は こ うし

た 被害を想定 して い ない た め ，事業申請に 間に合

わない 事態 が広範 に 生 じる 可能性があ る 。 大規模

震災で は長期 の復旧対策が必要と思われ る。

　 1，2．3．2　被 害顕現 ま で の 時間

　 目に見 えな い 被害の 発現 につ い て の 詳細なデ
ー

タ は ま だ 無 い が ，い くつ か の 傍証 的事実 は 認 め ら

れ る。図 1−4は．田直 し事業 の 実施 件 数の 経年 変

化 を示すが ，2006年を ピーク と し て そ の 後 減少 し

て い る が ，継起的 に 中請 さ れ て い る 。1司事業 は ，

本来，地震直後に 認め られ る直接 的被 害 を対 象 と

し て い る が ，市 の 担当者 へ の 聞 き取 りで は ，峙 間

をお い て顕在化 した被害 と区分が困難との こ とで

新 潟県中越 地震か ら 5 年一復 旧か ら復興 ヘ ー

　 you
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図 1−4　円 直 し事業 に お け る τ 種 別 申請件数 の

　　 　 経年変化
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図 1−5　地震後に農地被害が 顕現 した農家の 比 率

あ り， こ れ ら を拾 い 一．Lげて い る もの と思 われ る。

　また，2009年の 春に筆者 ら が実施 した ア ン ケ ー

トの 結果 で は，地震 の
一

年以上後 に，農地
・
水路等

の農業用施設に被害が 顕現 した事例 の あ る 農家の

比率は，多い 年で 77％ 〔中間地〉に達した 〔図 1−5）。

被害の 内容の情報 は得て い ない ため，営農的 な対

応 に よ っ て修復可 能な軽微 な もの も含 まれ る と思

われ る が，時間 をお い て 発生する被害の 存在を示

して い る、、

　1，3　災害復旧対策の 取 り組み と課題

　i．3．1 災害復旧に お け る個別復1日

　1．3．1．1 原形復旧と整備水準

　災害 査 定殺 階 に，現場担 当者達 が 共通 に 抱 え た

ジ レ ン マ は，災害復 1日事業におけ る 原形復旧の 原

則 と，現場 の 被 災者達が必 要 と考 える整備水準と

の 乖離 で あ っ た 、，原形復 旧 は ，狭義 に 解釈す る と

災害発生前 の 状態 へ 戻す こ とで あ るため，従 前地

が未整備 で あれ ば ，低位 の 整備水準 （本来，改善

が必要）へ の 復 帰 とな る 。 しか し，こ れ で は農業
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の 機械化や，維持管理労働 の 軽滅 は果た せ ない た

め，と りわけ高齢化 ・人 口 減少が進行する 中山間

地域 で は営農継続は困難化する。被害が大 きか っ

た 中 11」間地域 の 多くで は ，土地改良事業の 経験が

な く，生産基盤 の 整備が遅れ て い た ため，震災を

機会 に 農作業 を効率化 ・省力化する ため の 改 良が

農家か ら求め られ た の で ある 。 中越地震 の よ うな

多様な被害 に 対応 す る に は原形復旧の 原則 は限界

が あり，こ れ を補 う方法と して筆者は 「技術 ミニ

マ ム 」の 設定 を盤礎 とす る こ と を提案 して い る（有

田，　2009）。

　技術 ミ ニ マ ム は ．生産 ・安全 を維持す る 上 で 農

地等が基 本的 に満 た すべ き最 低整 備水準 （公準）

を意味する 。 こ れ を設定すれば，旧態 とは関わ り

な く被災地区 の 生産基盤が ミ＝ マ ム 以下 の整備水

準で あ れ ば，キ ャ ッ チ ア ッ プ に 必要な改良は復旧

工 事で 実施で きる、 ミニ マ ム の 設定は ，多様な復

旧対応 を行 う上で の ガ イ ドラ イ ン とな るため，事

業 実施 の 効率化に 果 たす役割も大 きい と考 え る、、

なお，．ミニ マ ム の水準 は 地域 に よ っ て 異 な る た

め，固定的 ・画一
的な適用 は避 けな けれ ばな らな

い 。ミニ マ ム の 設定に お い て は，県 ・市町村等で

プ ロ ジ ェ ク トチ ーム を組織 し，客観性 ・妥当性を

袵 保す る 必要が あ る と 思われ る 。

　 ミニ マ ム の 設定は，農業農村 分野 で は本提案が

初め て で は な い 。 1970年代以降取 り組まれ た農村

総合整備事業に お い て ，生活環境整備 の 公準 と し

て 広 く行われた。こ れ に照 らして も，好 ましい 状

態で 営農 を続 ける た め の 基盤
・施設整備 におけ る

公準 とい う考 え方は妥当性 を もつ と考え る 。

　 1．3．1．2　集団的復 旧対応

　災害復旧事業は ，被害の 個別復旧を原 則 と して

い る 。 しか し，中越 地震 の 被害 は多様で ，小 規模

な 施 設 ・農 地 の 破 損 か ら．広 域 的 な 地 盤 災害 に

よ っ て 被 害地区の 境界画定 も困難で あ る ような大

規模被害 をもた ら し た、， しか も，被害 の 形態は 地

区に よっ て 異な り，個別復旧が 適 当な 地 区 と，集

団的な復 旧を選択すべ きで あ る と判 断 され た 地 区

を生 じた。個別復旧 に 基 づ く方式は ，被害が 分散

的で ある場合に は有効性が 高 い が ，地区 を単位 と
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して集団的に被害が発生 した 場合，十分に適合で

きな い 。

　集団的対応 の 必要性が強 く意識 された事例 の 典

型 として ，山古志地域を初め と し た一・部地区で 大

規模な地盤災害 に対 して導入 され た 農地災害 関連

区画整備事業があ る。こ の 事業は，
一．
帯 の 農地が

集団的に被害を受け た 場合，個別の 被害をそ れぞ

れ復旧す る の で な く，地 区を単位 として 圃場整備

を行 うもの で ある c、 本事業の 最初の 適用例 は長崎

県普賢岳噴火被災 地域 （1991）で あ り，火山灰 で

埋 没 した水無川流 域 の
一

団の 農地復旧対策 として

実施 され た 。

　当該事業で は 地 区を単位 と して 広域 の 復旧対応

が
一

括 して で きるほか，通常の圃場整備 と同等の

整備水準が確保で きる た め，学な る 復旧で は な

く，新たな事態 へ の 対応 を組 み込 んだ圃場形 態 の

実現が可能で あ る 。諸般 の 事情で 中越 地域 の事業

導入 は遅 れたが，先行的 に個別復旧 をして い た農

家か ら，自分達 も同事業 を知 っ て い た ら導入 した

との声が 聞かれ た 。 中越地震で は，大規模 な被災

地 区にだけ適用 されたが ，比較 的小 規模 な地区 へ

の 積極 的な適用 が行 われ て い たな ら，効果的対応

が 可能で あっ た と思わ れ る

　 1、3，2　災害復 旧基本計画

　 1，3，2．1 基本計画の位置づけ

　中越地域 の 被害 は大規模 で 多様 で あ っ た た め，

早 い 段階か ら組織的対応 の 必要性が意識 され た 。

農林水産省は，地震発生後 に 「中越 地震復興 モ デ

ル プ ロ ジ ェ ク トチ
ー

ム 」を立ち上 げ，基本対策 の

検討を行 っ た。チ ーム は 地震発生 の 翌春 4 月末に

山古志地区等で 現地調査 を行い ．農地 災害関連区

山整備事業等を活用 した復興 を提案 した。チ ー
ム

は当初 ，山古志地 区等に つ い て集落を含めた地域

再編的 な 総合復 旧を構想 し た が ，農家の 帰村意志

が不安定で あ っ たた め，取 り敢えず当該事業の 実

施に踏み切 っ た と い う。

　農林水産省は ，計画 的な復旧方策 と して 、被 災

の 大 きい 地 区を対象 として 生活環境等 を含 めた総

合的復旧を企 図 して い た 。 しか し，個 別復 旧対 策

と集団的復 旧対策に よ る組織 的対応 の 側面 か ら捉

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Japan Society for Natural Disaster Science

NII-Electronic Library Service

Japan 　Sooiety 　for 　Natural 　Disaster 　Soienoe

220

え る な ら，被災地域全体 を総合的に把握 し，両者

の 対 策 を方 向付 ける 「農業農村 災害復 旧基本計画

（以 下，基本計画）」 を先ず作成する こ との 必 要性

を指摘 し，提案 と し た い 。

　 1．3、2．2　基本計画の 内容

　基本計画 には、被害地域 の 農業用施設 の 復旧 に

お け る 地域特性 や 被 害 の 状況 を考慮 し，復旧 の 基

本方針を示す 。 こ れ に よ っ て，個別 の 災害復旧だ

け で な く，地区 を単 位 と した復 旧対応 を方向付 け

る こ とが で き る。

　基本計画で は，ゾーニ ン グ を行い ，集落を単位と

す る 区域毎に復旧対 策 の 方針 を決定する （図 1−7），、

ゾ
ー

ニ ン グは，  個別 の 災害復旧事業で 対応する

地区と，  それ以外の 集団的対応 を行 う地区を区

分 す る 。  に は，集 団的 な事業で 対応す る もの

と、個別の 災害復旧事業 との 両者を行うもの が 考

えられる ，、 そ こ で，  に つ い て は，選択す る事業

形態別 に 更 に ゾ ーニ ン グを行 い ，地区 の 農家 に 復

旧 の具体的方針を示す。こ れ に よ っ て ，個別復旧

を優先す る 地 区 と集団的復旧 を検討す る地 区 との

区分等が位置 づ けられ る た め ，対策は 組織化 さ れ

る で あろ う。

　 また ，景観 対策 と して 棚 出 を保全 する地 区 や ，

生態系保全地 区との 境 界の 対策な どの 条件付けも

行 えば ，多様な復旧形態の 選択が可能 となる 。

　 1．3．2．3　基本計画の効果

　基本計画 の作成は ，個別復旧地 区 と集団的復旧

対応地区を区分 し，そ れ ぞ れ に つ い て組織的な対

応 を可能 に する。農地災害 関連 区画整 備事業等の

選択 も積極的にで きる た め ，農地の 整備水準の 底

上 げも復旧 を通 じて 達成 で きる ，，

　被災地 の 復IH・復興 は，相互 に関連する一連 の

・体的過程 で あ る た め ，復［H の あ り方に よ っ て そ

の 後 の 復興 は大 きく影響 される 。 例 えば，地 区 の

農地 の 多 くが被害 を受 け た 地区 で 個別復旧 を進 め

る とt 原 形復 旧 に よ っ て 基 盤形状 が幾分改善 され

た区画 と，従前の まま の 農 地が モ ザ イ ク 状 に 混在

す る こ と に な る。後 目，こ う した地 区で 区画整理

の 必 要が生 じた場合 ，復 旧農地が事業に 参加 す る

新潟 県 巾越 地震 か ら 5 年一復 旧 か ら復興 へ 一

：被 災状 況］崩落 した上砂 が ト部 の 農地を埋 め，河川 を塞 い だ

［復 旧後 ］斜面下 部の 土 砂は 均 さ れ，区 画 は大 型 化 され た

図 1−6　小千谷市迯 入 地 区の 農地災害関連 区画整備

図 1−7　災害復 「日基本計画の ゾ
ー

ニ ン グ の

　 　　 イ メ
ージ

可能性は低 い ．，農家は 農地へ の 投資をで きる だけ

避 けた い と考え て お り，被 災前 よ り幾分で も改善

され た農地 に改めて投資をしよ うと しない の で あ

る 。筆者 ら は こ うし た農地 （土地資本）の 性格 を，

固定性 （有田 ら，1997）と呼ん で い る 。 農地 の 固

定性が強 い 地区 で は圃場整備は 困難化する た め ，

生産 の 能率 化，軽労化 は 遅れ，ひ い て は地域 の 農

業 の 継続性 を危 うくす る 可能性があ る。個別 の 対

応 が，長期 の 農地 の あ り方 に影響す る の で あ る 。

　基本計画 の 作成 は，農地復 旧 の あ り方 を 被 災農

家 に早期 に意 識 させ る点で も意 義 があ る。農家

は，被災後暫 くは状況把握 も不十分 で ，意思決定
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が 困難 な場合が少 な くな い が，基本計画 を作成

し，実施 に 移すに は，集落 を甲．位 と した 合意形成

が必要 で ある。集落 の 合意が得 られ た段 階 で，基

本計画 を公表 し，復旧 の 考え方，工 法，施工 の 順

位付け，おお よ そ の 復旧時期等を示すが ，
一

連 の

作業 に参襾す る こ とに よ っ て，農家の 復 旧へ の 取

り組み の 白覚 を早め る効果が期待され る 。

　 1．4　おわ りに

　本稿 で は，大 規模地震 に よ る 被害特性 に対応 し

た復 旧対 策 の 必要性 と，復 旧 に 係 わ る 制度及 び計

画の機能に つ い て 述 べ た 。

　大規模地震 に よ る 地盤 災害に お い て は，大規模

被害 と共に大量 の 小規模被害を伴 う可能性が ある

た め ，両者の 復旧対策を一対の もの と して 制度化

す る 必要性 は高 い 。また，長期 的 ・継起的 に 顕現

する被害の 復旧支援が必要で あ る こ とを示 し た。

中越 地震で は，田直し事業 が小規模 被害の 復旧に

大 きな役割 を果た したが．長期的 な対応 の 必 要性

が 十分意識され て い な か っ た点に 課題が 残る 。

　m 直 し事業が ，新潟県 中越大震災復興基金 で創

設 され ，柔軟 な運 用 に よ っ て，現場 の多様な需要

に 応 えた点は 評価 さ れ る べ きで あ る 、，また，小千

谷市 の 担 当者 の 話 で は ，田直 し事業が無け れ ば 市

の 対応 は極 め て 限 られた との こ とで ある、，基 金は

資金而 に余裕が乏 し くな っ た市町村 の 財政而で の

自由度 を 高 め る 効果 も併 せ もっ た 。

　復旧 に おける整備水準 の 底上 げや 基本計画の 作

成は，農地 と い う ヒ地 の 性格に規定 される資源 の

長期的保全に と っ て大 きな影響をお よ ぼ す c 災害

復旧 を長期 的な視点 で 捉えた制度 的対応 が求め ら

れ る の で ある 。
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　　ミ ュ ニ テ ィ をふ まえた地域再生 一
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＊紳

　2．1　 は じめ に

　新潟県中越 地震 の 発生 か ら 5 年が経過 し，道路

や河 川関係 の 構造物 は大部分が復旧 され た ，， 当時

の 物理 約な被害をうか が え る もの は震 災 メ モ リ ア

ル として 残 さ れ る予定の もの を除い て ほ とんど見

あた らな くな っ た 。 い わゆる復旧段階 を離 れ，将

来の 地域 の あ り方を念頭 に お い た本格的な復興期

に入 っ た と考えられ て い る 。 阪神 ・淡路大震災以

来の 震度 7 を記録 し，住宅 〔住家）被害は，全壊

3，175棟，大規模半壊 2，　167棟，半壊11，　643棟な ど

12万棟 を超 え る地震 災害 とな っ た 。

〔1）
しか し被災

地 の 多 くが 中山間地域で あ る な ど阪神 ・淡路大震

災で 顕在化 した都市災害 とは 異な る被害 と復興 が

み られ る 。

　本稿 で は新潟県中越地震 に おける住宅再建を振

り返 る とと もに個人として の 住宅再建だけで な く

集落な ど地域 と して の 再建活動 が中山間地域 にお

い て は重要 な復興 へ の 取 り恕み で ある こ とを取 り

上 げる 。
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